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複雑な地形と気候条件を有する中部山岳域の生態系は、温暖化に伴う気候変化に対して脆弱で

あることが指摘されている。この地域における森林生態系の機能評価やその気候変化応答につい

て、冷帯落葉広葉樹林を有する岐阜大学高山試験地(TKY)を拠点とした野外実験が継続して行わ

れている。一方、広域評価や将来予測、感度解析を行う上で、陸域生態系モデルは有効な手法で

ある。近年のモデル研究では、TKY における 2000 年代の総一次生産量(GPP)は約 13 Mg C ha-1 y-1

で、2040 年代には GPP が 6-9 Mg C ha-1 y-1増加すると報告されている (Ito, 2008; Ito, 2010)。しか

しながら、気候変動予測に用いられる全球気候モデル(GCM)のうち、最も空間分解能が高いモデ

ルでも 100 km 程度であるため、陸域生態系モデルの入力に用いる気象値としては非常に粗い。 
中部山岳域の気候を表現する上では、数 km の空間分解能が必要になるため、力学的ダウンス

ケールや統計的ダウンスケールといった手法が用いられる。力学的ダウンスケールは、統計的ダ

ウンスケールに比べて計算コストがかかるという欠点があるが、現象を物理的に解釈することが

可能であるため、地域規模の気候変動予測にしばしば利用される。例えば、客観解析データに気

候差分(GCM の将来－GCM の現在)を足したものを、地域気象モデルの境界条件に使用して、高

分解能の気候変動予測を行う疑似温暖化手法により、日本における積雪深の将来予測などが行わ

れている(Hara et al., 2008; Kawase et al., 2012)。この疑似温暖化手法により中部山岳域における高

分解能の気候予測値を作成し、これを陸域生態系モデルの入力値とすることは、より高精度な将

来予測を行う上で有効と考えられる。 
本研究では、疑似温暖化実験を行うにあたり、現在気候において気象データの空間分解能や境

界条件の違いが、陸域生態系モデルによる炭素収支の推定値にどの程度の影響をもたらすのかを

評価することにした。陸域生態系モデルは、VISIT(Vegetation Integrated Simulator for Trace gases)
を用いることにした。これに、①NCEP/NCAR 再解析値(2.5°, 6 時間間隔)、②NCEP/NCAR 再解

析値を気温・地温・降水量に関して観測値により補正した値、③地域気候モデル(WRF: Weather 
Research and Forecasting)による気象計算値(3.3 km, 1 時間間隔)、の 3 種類の気象データをそれぞ

れ入力して、炭素収支の推定結果を比較した。WRF の気象計算値は、境界条件に気象庁の

MANAL を用いた場合と、MSM を用いた場合の 2 種類の計算を行い、境界条件の違いよる影響

に関しても評価を行った。 
その結果、NCEP/NCAR 再解析データは、空間分解能が粗いために TKY の標高を過小評価し

てしまい、気温を 6.7℃、日射量を 50%過大評価してしまうことが明らかとなった。このため、

樹木の生育期間が約 3 ヶ月長く評価されて、3-5 月と 10,11 月の GPP を過大評価する結果となっ

た。一方、空間分解能を 3.3 km とした WRF は TKY の気象データをよく再現し、NCEP/NCAR
再解析値を補正したデータと比較しても精度に遜色はないことが明らかになった。また、WRF
の境界条件に MANAL を用いた場合は、MSM を用いた場合に比べて、降水量と土壌温度の再現

性が良くないが、積雪深の再現性がよく、その他の要素についてはほぼ同じであった。

NCEP/NCAR再解析値を補正したデータと、2種類のWRFによる気象計算結果を、それぞれVISIT
に入力して炭素収支を計算して観測値と比較した結果、GPP や生態系呼吸量の推定精度に大き

な差は見られなかった。今後は、MSM に気候差分を足した値を境界条件として WRF による疑

似温暖化実験を行い、この結果を VISIT に入力して、中部山岳域における炭素収支の将来予測

を広域的に行うことを目指す。 


